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(57)【要約】
　樹脂組成物、上記樹脂組成物を含むかまたは上記樹脂組成物から形成されたケーブルま
たはケーブル保護材、上記樹脂組成物を含むかまたは上記樹脂組成物から形成された回転
成形物品、上記樹脂組成物を含むかまたは上記樹脂組成物から形成された製造物品、上樹
脂組成物は、少なくとも15質量％のポリプロピレン(PP)と、少なくとも約40質量％の非PP
ポリマーと、少なくとも約1質量％の、無機粒子材料と上記無機粒子の表面上の表面処理
剤を含む相溶化剤とを含み、上記樹脂組成物は、過酸化物含有添加剤を実質的に含まない
。



(2) JP 2019-516831 A 2019.6.20

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂組成物であって、
　少なくとも15質量%のポリプロピレン(PP)と、
　少なくとも約40質量%の非PPポリマーと、
　少なくとも約1質量%の相溶化剤であって、無機粒子材料および前記無機粒子の表面上の
表面処理剤を含む相溶化剤と
を含み、過酸化物含有添加剤を実質的に含まないことを特徴とする、樹脂組成物。
【請求項２】
　24質量％未満のポリプロピレン、例えば23質量％未満のポリプロピレンを含む、請求項
1に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　16～19質量％のポリプロピレンを含む、請求項1に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　17～18質量％のポリプロピレンを含む、請求項2に記載の樹脂組成物。
【請求項５】
　約17質量％のポリプロピレン、例えば17.0質量％のポリプロピレンを含む、請求項3に
記載の樹脂組成物。
【請求項６】
　前記ポリプロピレンの全部が、リサイクルされたポリプロピレンである、請求項4に記
載の樹脂組成物。
【請求項７】
　前記非PPポリマーが、ポリエチレンを含むか、本質的にポリエチレンからなるか、また
はポリエチレンからなり、任意で、前記ポリエチレンが、少なくとも2種の異なるタイプ
のポリエチレン、例えば少なくとも2種の異なるタイプのリサイクルされたポリエチレン
、例えばリサイクルされたHDPEと、別のリサイクル源からの少なくとも1種の他のタイプ
のポリエチレン、例えばHDPEとを含む、請求項1～6のいずれか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項８】
　少なくとも約50質量％のポリエチレン、例えば約50～75質量％のポリエチレンを含む、
請求項1～7のいずれか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項９】
　第2の充填剤、例えばカーボンブラック、例えば約1～4質量％のカーボンブラックを含
む、請求項1～8のいずれか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項１０】
　耐衝撃性改良剤、例えば約1～20質量％の耐衝撃性改良剤を含む、請求項1～9のいずれ
か1項に記載の樹脂組成物。
【請求項１１】
　酸化防止剤、例えば約5質量％までの酸化防止剤を含む、請求項1～10のいずれか1項に
記載の樹脂組成物。
【請求項１２】
　15質量％から20質量％未満までのポリプロピレンと、
　50～75質量％のポリエチレンと、
　5～35質量％の相溶化剤と、
　0.1～4質量％のカーボンブラックと、
　1～10質量%の耐衝撃性改良剤と、
　5質量％までの、過酸化物含有添加剤以外の追加の添加剤、例えば酸化防止剤と
から本質的になる、請求項1～11のいずれか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項１３】
　15質量％から20質量％未満までのポリプロピレンと、
　50～75質量％のポリエチレン、例えば、60～75質量％のポリエチレンと、
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　5～35質量％の相溶化剤、例えば5～15質量％の相溶化剤と、
　0.5～2質量％のカーボンブラックと、
　1～10質量％の耐衝撃性改良剤、例えば2～5質量％の耐衝撃性改良剤と、
　2質量％までの酸化防止剤と
からなり、ただし、前記樹脂中の成分の総質量は合計で100％である、請求項1～12のいず
れか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項１４】
　前記ポリプロピレンおよびポリエチレンの全部が、リサイクルされたポリプロピレンお
よびポリエチレンであり、任意で、前記耐衝撃性改良剤は、存在する場合、リサイクルさ
れたポリマーに由来する、請求項1～13のいずれか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項１５】
　耐衝撃性改良剤以外の前記樹脂組成物中の全ポリマーの90～100質量％が、ポリプロピ
レンおよびポリエチレンである、請求項1～14のいずれか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項１６】
　前記樹脂中の前記ポリマーの全部が、リサイクルされたポリマーである、請求項1～15
のいずれか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項１７】
　前記表面処理剤が、式(1)を有する第1の化合物：
　　　A-(X-Y-CO)m(O-B-CO)nOH　　　　　　　　　　(1)
(式中、
　Aは、1個または2個の隣接するカルボニル基との末端エチレン結合を含有する部分であ
り；
　Xは、Oであり、かつmは、1～4であるか、またはXは、Nであり、かつmは、1であり；
　Yは、C1-18-アルキレンまたはC2-18-アルケニレンであり；
　Bは、C2-6-アルキレンであり；nは、0～5である；
　ただし、Aが前記エチレン基に隣接する２個のカルボニル基を含有する場合、XはNであ
る)
を含む、請求項1～16のいずれか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項１８】
　前記第1の化合物が、β-カルボキシエチルアクリレート、β-カルボキシヘキシルマレ
イミド、10-カルボキシデシルマレイミド、5-カルボキシペンチルマレイミドおよびβ-ア
クリロイルオキシプロパン酸から選択される、請求項17に記載の樹脂組成物。
【請求項１９】
　前記相溶化剤が、無機粒子材料および前記粒子の表面上の有機リンカーを含み、前記有
機リンカーが、酸素含有酸官能性を有し、前記有機リンカーが、有機酸の塩基形態である
、請求項1～16のいずれか1項に記載の樹脂組成物。
【請求項２０】
　請求項1～19のいずれか1項に記載の樹脂組成物を含むかまたはそこから形成された、ケ
ーブルまたはケーブル保護材。
【請求項２１】
　耐候性が高められた、請求項20に記載のケーブルまたはケーブル保護材。
【請求項２２】
　条件Bの下でASTM D1693-01に従って測定することができる、少なくとも約50時間、例え
ば少なくとも約150時間、または少なくとも約250時間、または少なくとも約400時間、ま
たは少なくとも約500時間の環境応力亀裂耐性(ESCR)を有する、請求項20または21に記載
のケーブルまたはケーブル保護材。
【請求項２３】
　請求項20、21または22に記載のケーブル保護材を備えた、例えばそれで包まれたケーブ
ルまたはワイヤー。
【請求項２４】
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　請求項1～19のいずれか1項に記載の樹脂組成物を含むかまたはそれから形成された、回
転成形物品。
【請求項２５】
　ケーブルまたはケーブル保護材の製造における、請求項1～19のいずれか1項に記載の樹
脂組成物の使用。
【請求項２６】
　請求項1～19のいずれか1項に記載の樹脂組成物の使用であって、そこから形成されるケ
ーブルまたはケーブル保護材の耐候性またはESCRを高めるための使用。
【請求項２７】
　条件Bの下でASTM D1693-01に従って測定することができる、少なくとも約50時間、例え
ば少なくとも約150時間、または少なくとも約250時間、または少なくとも約400時間、ま
たは少なくとも約500時間、または少なくとも約10000時間のESCRを有する物品の製造にお
ける、少なくともポリプロピレンとポリエチレンとを含むリサイクルされた混合ポリオレ
フィン流の使用。
【請求項２８】
　条件Bの下でASTM D1693-01に従って測定することができる、少なくとも約50時間、例え
ば少なくとも約150時間、または少なくとも約250時間、または少なくとも約400時間、ま
たは少なくとも約500時間、または少なくとも約1000時間のESCRを有する物品を製造する
方法であって、ポリプロピレンとポリエチレンとを含むリサイクルされた混合ポリオレフ
ィン流に由来する樹脂組成物から前記物品を成形する工程を含むことを特徴とする、方法
。
【請求項２９】
　前記樹脂組成物が、少なくとも約15質量％のポリプロピレンと少なくとも約40質量％の
ポリエチレンと、少なくとも約1質量％の相溶化剤とを含み、前記相溶化剤が、無機粒子
材料および前記無機粒子の表面上の表面処理剤を含み、前記樹脂組成物が、過酸化物含有
添加剤を含むかまたは含まない、請求項25または請求項26に記載の使用または方法。
【請求項３０】
　請求項1～19のいずれか1項に記載の樹脂組成物を製造する方法であって、前記ポリプロ
ピレンと非PPポリマー、例えばポリエチレンとを、前記相溶化剤と過酸化物含有添加剤以
外の他の任意の添加剤と共にコンパウンディングする工程を含むことを特徴とする、方法
。
【請求項３１】
　ポリプロピレンとポリエチレンとを含むリサイクルされた混合ポリオレフィン供給材料
を用意し、任意で前記リサイクルされた混合ポリオレフィン供給材料をポリエチレンおよ
び/またはポリプロピレンの他の供給源と組合せて、請求項30に記載の方法に従ってコン
パウンディングする、請求項31に記載の方法。
【請求項３２】
　ケーブルまたはケーブル保護材を製造する方法であって、請求項1～19のいずれか1項に
記載の樹脂組成物を押出成形して、前記ケーブルまたはケーブル保護材を形成する工程を
含み、任意で請求項30または31に記載の樹脂組成物を製造する工程をさらに含むことを特
徴とする、方法。
【請求項３３】
　請求項24に記載の回転成形物品の製造方法であって、請求項1～19のいずれか1項に記載
の樹脂組成物を回転成形することにより前記物品を形成する工程を含むことを特徴とする
、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂組成物、上記樹脂組成物を含むかまたは上記樹脂組成物から形成された
ケーブルまたはケーブル保護材、樹脂組成物を含むかまたは樹脂組成物から形成された回
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転成形(rotomolded)物品、上記樹脂組成物の使用、少なくとも約50時間のESCRを有する物
品の製造における少なくともポリプロピレンとポリエチレンを含むリサイクルされた混合
ポリオレフィン流の使用、少なくとも約50時間のESCRを有する物品を製造する方法、樹脂
組成物を製造する方法、ケーブルまたはケーブル保護材を製造する方法、および回転成形
物品を製造する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
発明の背景
　ポリマー材料をリサイクルおよび再使用する要求はますます高まっており、これはコス
トおよび環境上の利益をもたらすからである。ポリマー廃棄物のリサイクルの必要性が高
まるにつれて、リサイクルされたポリマー材料を利用する新しい方法の開発が引き続き必
要とされている。
【発明の概要】
【０００３】
　第1の態様によれば、本発明は、樹脂組成物であって、
　少なくとも5質量％、または少なくとも10質量％、または少なくとも15質量％のポリプ
ロピレン(PP)と、
　少なくとも約40質量％の非PPポリマーと、
　少なくとも約1質量％の相溶化剤(compatabilizer)であって、無機粒子材料と上記無機
粒子の表面上の表面処理剤を含む相溶化剤(compatabilizer)とを含み、
　過酸化物含有添加剤を実質的に含まない、上記樹脂組成物に関する。
　第1の態様1(a)によれば、本発明は、上記樹脂組成物の総質量に基づいて、
　約50質量％より多いポリプロピレン(PP)、または少なくとも約75質量％のPPと、
　約30質量％までのポリエチレン、または約25質量％までのポリエチレンと、またはポリ
エチレンを含まず、
　少なくとも約1質量％の、無機粒子材料と上記無機粒子の表面上の表面処理剤を含む相
溶化剤とを含み、
　過酸化物含有添加剤を実質的に含まない、上記樹脂組成物に関する。
　第1の態様1(a)のある実施態様においては、上記樹脂組成物は、少なくとも約3.0g/10分
の190℃/2.16kgでのMFIを有する。この実施態様および他の実施態様においては、上記樹
脂組成物は少なくとも約85質量％のPPを含み、実質的にポリエチレンを含まない。
【０００４】
　第2の態様によれば、本発明は、第1の態様または第1の態様1(a)に記載の樹脂組成物を
含むかまたはそこから形成されたケーブルまたはケーブル保護材に関する。
　第2の態様2(a)によれば、本発明は、第1の態様または第1の態様1(a)に記載の樹脂組成
物を含むまたはそこから形成された製造物品に関する。
　第3の態様によれば、本発明は、第1の態様または第1の態様1(a)に記載の樹脂組成物を
含むかまたはそこから形成された回転成形物品に関する。
　第3の態様3(a)によれば、本発明は、第1の態様または第1の態様1(a)に記載の樹脂組成
物から形成された射出成形物品に関する。
　第4の態様によれば、本発明は、ケーブルまたはケーブル保護材の製造における第1の態
様に記載の樹脂組成物の使用に関する。
　第4の態様4(a)によれば、本発明は、物品、例えばプラスチックパレットの製造におけ
る第1の態様(1a)に記載の樹脂組成物の使用に関する。
　第5の態様によれば、本発明は、第1の態様に記載の樹脂組成物の、そこから形成される
ケーブルまたはケーブル保護材の耐候性(resistance to weathering)またはESCRを高める
ための使用に関する。
　第6の態様によれば、本発明は、条件Bの下でASTM D1693-01に従って測定することがで
きるように、少なくとも約50時間、例えば、少なくとも約150時間、または少なくとも約2
50時間、または少なくとも約400時間、または少なくとも約500時間のESCRを有する物品の
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製造における少なくともポリプロピレンとポリエチレンを含むリサイクルされた混合ポリ
オレフィン流の使用に関する。
【０００５】
　第7の態様によれば、本発明は、条件Bの下でASTM D1693-01に従って測定することがで
きるように、少なくとも約50時間、例えば、少なくとも約150時間、または少なくとも約2
50時間、または少なくとも約400時間、または少なくとも約500時間のESCRを有する物品を
製造する方法であって、上記物品をポリプロピレンとポリエチレンを含むリサイクルされ
た混合ポリオレフィン流に由来する樹脂組成物から形成することを含む、上記方法である
。
　第8の態様によれば、本発明は、第1の態様に記載の樹脂組成物を製造する方法であって
、上記ポリプロピレンと非PPポリマー、例えばポリエチレンと、上記相溶化剤と過酸化物
含有添加剤以外の他の任意の添加剤とをコンパウンディングする(compounding)ことを含
む、上記方法に関する。
　第8の態様(a)によれば、本発明は、第1の態様1(a)に記載の樹脂組成物を製造する方法
であって、上記ポリプロピレンと必要に応じてポリエチレンと、上記相溶化剤と過酸化物
含有添加剤以外の他の任意の添加剤とをコンパウンディングすることを含む、上記方法に
関する。
　第9の態様によれば、本発明は、ケーブルまたはケーブル保護材を製造する方法であっ
て、第1の態様に記載の樹脂組成物を押し出して上記ケーブルまたはケーブル保護材を形
成することを含む、上記方法に関する。
　第9(a)の態様によれば、本発明は、物品、例えばプラスチックパレットを製造する方法
であって、第1の態様1(a)に記載の樹脂組成物を射出成形して上記物品、例えば上記プラ
スチックパレットを形成することを含む、上記方法に関する。
　第10の態様によれば、本発明は、第3の態様に記載の回転成形物品を製造する方法であ
って、第1の態様に記載の樹脂組成物を回転成形することにより上記物品を形成すること
を含む、上記方法に関する。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
発明の説明
　上記樹脂組成物は、有効なポリオレフィンブレンド相溶化剤を準備する。通常、これに
は2段階のプロセスが必要である。理論に束縛されることを望まないが、まず、上記表面
処理剤/カップリング調整剤は、比較的低温で上記無機粒子の表面と反応させ、次いで、
上記表面処理された無機粒子は、(比較的高い温度で)上記混合ポリオレフィンブレンド(
例えば、ポリプロピレン(PP)とポリエチレンのような非PP(例えば、高密度ポリエチレン(
HDPE))と、例えば、コンパウンディングし、その方法をマクロラジカルフラグメントに製
造し、マクロラジカルフラグメントと反応させることにより組合せる。上記ポリオレフィ
ン成分の熱機械的分解は、上記マクロラジカルフラグメントを生成する組合せ(例えば、
コンパウンディング)プロセス中に生じる。PPはベータ位置の鎖切断により分解すること
ができ、ポリエチレンのような上記非PP成分はマクロラジカル組換えにより架橋すること
ができる。典型的には、比較的少量の過酸化物含有添加剤が添加されて、反応押出プロセ
スを触媒する(例えば、ジクミルペルオキシドは加熱時に分解してアルコキシ基を形成し
、それは、また、ポリマー主鎖から水素を抜き取り、ポリマーラジカルを形成し、ポリオ
レフィンはフリーラジカルの存在下で連鎖切断反応を起こしやすい)。驚くべきことに、
比較的高いPP含有量(例えば、PPに混入されたポリエチレン)を有し、良好なまたはさらに
改善された機械的/物理的性質(例えば、破断点伸び、衝撃強度および環境応力亀裂耐性(e
nvironmental stress crack resistance; ESCR))を有する樹脂が過酸化物含有添加剤の非
存在下で得ることができることを見出した。この点に関して、そして理論に縛られること
を望まないが、組合せ(例えば、コンパウンディングプロセス)中のリサイクルされたポリ
オレフィンの熱機械的分解が、非混和性ポリオレフィン成分間の界面張力を低下させる働
きをする表面処理された無機粒子材料と反応するのに充分なマクロラジカルフラグメント
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を生成し、従って過酸化物含有添加剤の不存在下でさえ機械的物理的特性を高めることが
できる。さらに、驚くべきことに、ジクミルペルオキシドのような過酸化物含有添加剤を
添加すると、機械的性質、例えば引張応力および衝撃強度特性が著しく低下することが見
出され、最適なマクロラジカルレベルが上記ポリオレフィンの熱履歴にかなり依存するこ
とを示唆している。従って、驚くべきことに、比較的高い量のリサイクルされたポリプロ
ピレンを含むもののような樹脂組成物からジクミルペルオキシドのような過酸化物含有添
加剤を排除することによって、機械的特性が改良され得ることを見出した。
　ある実施態様においては、化学量論量のマクロラジカルフラグメントが、上記表面処理
された無機粒子と反応するために生成される(すなわち、1つのペンダント反応性二重結合
が1つのマクロラジカルと反応する)。
【０００７】
樹脂組成物
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物の総質量に基づいて、上記樹脂組成物は、
　少なくとも15質量％のポリプロピレン(PP)と、
　少なくとも約40質量％の非PPポリマーと、
　少なくとも約1質量％の、無機粒子材料と上記無機粒子の表面上の表面処理剤を含む相
溶化剤とを含み、
　過酸化物含有添加剤を実質的に含まない。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、24質量％未満のポリプロピレン、例えば
、23質量％未満のポリプロピレン、または22質量％未満のポリプロピレン、または21質量
％未満のポリプロピレン、または20質量％未満のポリプロピレン、または約19質量％以下
のポリプロピレンを含む。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、16～19質量％のポリプロピレン、例えば
17～18質量％のポリプロピレン、または約17質量％のポリプロピレン、例えば約17.0質量
％のポリプロピレンを含む。
　ある実施態様においては、ポリプロピレンの全部がリサイクルされたポリプロピレンで
ある。
【０００８】
　ある実施態様においては、上記ポリプロピレンの全部または少なくとも一部(例えば、
少なくとも50％、または少なくとも75％、または少なくとも約90％、または少なくとも90
％、または少なくとも95％、または少なくとも99％、または少なくとも99.9％)は、ポリ
プロピレンと上記樹脂組成物の上記非PPポリマーの少なくとも一部を含むリサイクルされ
た混合ポリオレフィン流に由来する。
　ある実施態様においては、上記非PPポリマーは、ポリエチレンを含むか、本質的にポリ
エチレンからなるか、またはポリエチレンからなる。上記ポリエチレンは、少なくとも2
種の異なるタイプのポリエチレン、例えば少なくとも2種の異なるタイプのリサイクルさ
れたポリエチレン、例えばリサイクルされたHDPEと別のリサイクルされた供給源からの少
なくとも1種の他のタイプのポリエチレン、例えばHDPEとを含むことができる。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物のポリマー成分の全部または少なくとも一部
(例えば、少なくとも50％、または少なくとも75％、または少なくとも約90％、または少
なくとも90％、または少なくとも95％、または少なくとも99％または少なくとも99.9％)
は、ポリマー廃棄物、例えばポストコンシューマーポリマー廃棄物、ポスト産業ポリマー
廃棄物、および/またはポスト農業廃棄物ポリマーに由来する。ある実施態様においては
、上記樹脂組成物のポリマー成分の全部または一部(例えば、少なくとも50％、または少
なくとも75％、または少なくとも約90％、または少なくとも90％、または少なくとも95％
、または少なくとも99％または少なくとも99.9％)は、リサイクルされたポストコンシュ
ーマーポリマー廃棄物であるかまたはそれに由来する。
【０００９】
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、少なくとも約50質量％のポリエチレン、
例えば約50～75質量％のポリエチレン、または約60～75質量％のポリエチレン、または65
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～75質量％のポリエチレンを含む。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、異なるタイプのポリエチレン、例えば、
HDPE、LDPEおよび/またはLLDPEの混合物を含む。一般に、HDPEは、比較的高い結晶化度お
よび融点を有する直鎖状または非分枝状の鎖および密度が約0.96g/cm3以上のポリエチレ
ンポリマーであると理解される。一般に、LDPE(低密度ポリエチレン)は、比較的低い結晶
化度および融点を有し、密度が約0.91g/cm3～約0.94g/cm3の高度に分岐したポリエチレン
であると理解される。一般に、LLDPE(直鎖状低密度ポリエチレン)は、エチレンと長鎖オ
レフィンとの共重合によって一般に製造される有意な数の短い分枝を有するポリエチレン
であると理解される。LLDPEは、長鎖分枝が存在しないため、従来のLDPEとは構造的に異
なる。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物中の上記ポリマーの少なくとも75質量％、例
えば90～99質量％は、ポリエチレンとポリプロピレンの混合物、例えばHDPEとポリプロピ
レンの混合物(上記樹脂組成物中のポリマーの総質量に基づく)である。
【００１０】
　ある実施態様においては、上記HDPEは、存在する場合、異なる供給源からの、例えば、
異なるタイプのポストコンシューマーポリマー廃棄物、例えばリサイクルされたブロー成
形HDPEおよび/またはリサイクルされた射出成形HDPEからのHDPEの混合物である。
　第1の態様1(a)によれば、上記樹脂組成物は、上記樹脂組成物のポリマーの総質量に基
づいて、約50質量％より多いポリプロピレン(PP)、例えば、少なくとも約60質量％、また
は少なくとも約65質量％、または少なくとも 約70質量％、または少なくとも約75質量％
、または少なくとも約80質量％、または少なくとも約85質量％のPPを含む。この実施態様
および他の実施態様において、上記樹脂組成物は、約30質量％までの、ポリエチレン(PE)
のような非PPポリマー、例えば約20質量％までのPE、または約10質量％までのPE、または
約5質量％までのPE、または約2質量％までのPE、または約1質量％までのPE、または約0.5
質量％までのPE、または約0.1質量％までのPEを含むことができる。ある実施態様におい
ては、耐衝撃性改良剤以外のものが存在する場合、上記樹脂組成物はPP以外のポリマーを
含まない。換言すれば、ある実施態様においては、存在していてもよい耐衝撃性改良剤を
除いて、上記樹脂組成物のポリマー成分は100％PPである。
【００１１】
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、上記樹脂組成物の総質量に基づいて、約
20質量％以下の未使用ポリマー、例えば約10質量％以下の未使用ポリマー、または約5質
量％以下の未使用ポリマー、または約1質量％以下の未使用ポリマー、または約0.1質量％
以下の未使用ポリマーを含む。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は未使用ポリマーを含まない。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物中の上記ポリマーの全部は、例えば、ポリマ
ー廃棄物に由来するリサイクルされたポリマー、例えば、ポストコンシューマー廃棄物で
ある。
　ある実施態様においては、上記ポリマー樹脂(すなわち、上記相溶化剤と追加の任意の
成分を含む)は、約0.925g/cm3を超える、例えば、約0.95g/cm3以上、約0.975g/cm3以上、
または約1.00g/cm3以上の密度を有する。ある実施態様においては、上記密度は、約1.25g
/cm3以下、例えば、約1.10g/cm3以下、または約1.05g/cm3以下である。密度は、IS01183
に従って測定することができる。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、過酸化物含有添加剤の非存在下で、少な
くとも約2g/10分(190℃で5.0kg)、例えば、少なくとも約3g/10分(190℃で5.0kg)、または
少なくとも約4g/10分(190℃で5.0kg)、または少なくとも約5g/10分(190℃で5.0kg)、また
は少なくとも約6g/10分(190℃で5.0kg)のMFI(メルトフローインデックス)を有する。ある
実施態様においては、上記樹脂組成物は、約10g/10分(190℃で5.0kg)以下、例えば約8g/1
0分(190℃で5.0kg)以下、または約6g/10分(190℃で5.0kg)以下、または約4g/10分(190℃
で5.0kg)以下のMFIを有する。MFIは、ISO 1133に従って測定することができる。
【００１２】
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　ある実施態様、例えば、第1の態様1(a)のある実施態様においては、上記樹脂組成物は
、過酸化物含有添加剤の非存在下で、少なくとも約3.0g/10分(190℃で2.16kg)、例えば、
少なくとも約4.0g/10分(190℃で2.16kg)、または少なくとも約5.0g/10分(190℃で2.16kg)
、または少なくとも約6.0g/10分(190℃で2.16kg)のMFIを有する。ある実施態様において
は、上記樹脂組成物は、約10g/10分(190℃で2.16kg)以下、例えば、約8.0g/10分以下(190
℃で2.16kg)のMFIを有する。
　ある実施態様においては、本明細書に記載されているように、上記樹脂組成物は、第2
の充填剤、例えばカーボンブラック、例えば約0.1～5質量％のカーボンブラック、例えば
0.5～2.0質量％のカーボンブラックを含む。
　ある実施態様においては、本明細書に記載されているように、上記樹脂組成物は、耐衝
撃性改良剤、例えば、約1～20質量％の耐衝撃性改良剤、または約2～10質量％、または約
2～7質量％、または約2～5質量％の耐衝撃性改良剤を含む。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、酸化防止剤、例えば、約5質量％までの
酸化防止剤、または約0.1～1質量％の酸化防止剤、または約0.1～0.5質量％の酸化防止剤
を含む。
【００１３】
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、実質的に下記成分を含む：
　少なくとも15質量％のポリプロピレン、例えば15質量％から20質量％未満までのポリプ
ロピレンと、
　50～75質量％のポリエチレン、例えばHDPEと、
　5～35質量％の相溶化剤、例えば、5～15質量％の相溶化剤(その無機粒子は、炭酸カル
シウムであってもよく、約1μm未満のd50を有していてもよい)と、
　0.1～4質量％のカーボンブラック、例えば0.5～2.0質量％のカーボンブラックと、
　1～10質量％の耐衝撃性改良剤、例えば2～5質量％の耐衝撃性改良剤、例えばrSBSと、
　5質量％までの、過酸化物含有添加剤以外の追加の添加剤、例えば0.1～1質量％の酸化
防止剤。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、下記成分からなる：
　15質量％から20質量％未満までのポリプロピレンと、
　50～75質量％のポリエチレン、例えば60～75質量％のポリエチレン、例えば65～75質量
％のポリエチレンと、
　5～35質量％の相溶化剤、例えば5～15質量％の相溶化剤と、
　0.5～2質量％のカーボンブラックと、
　1～10質量％の耐衝撃性改良剤、例えば2～5質量％の耐衝撃性改良剤と、
　2質量％までの酸化防止剤、例えば0.1～0.5質量％の酸化防止剤、
　ただし、上記樹脂中の成分の総質量は合計で100％である。
【００１４】
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、実質的に下記成分からなる：
　少なくとも50質量％のPP、例えば少なくとも65質量％のPPと、
　15～25質量％のPEと、
　2～10質量％の相溶化剤と、
　2～10質量％の耐衝撃性改良剤と、
　約5質量％までの、過酸化物含有添加剤以外の追加の添加剤、例えば0.1～1.0質量％の
酸化防止剤。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、下記成分からなる：
　60～70質量％のPPと、
　20～25質量％のPEと、
　3～7質量％の相溶化剤と、
　3～7質量％の耐衝撃性改良剤と、
　2質量％までの酸化防止剤、例えば0.1～0.5.0質量％の酸化防止剤、ただし、上記樹脂
中の成分の総質量は合計で100％であり、MFIは約3.0～4.0g/10分(190℃で2.16kg)であっ
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てもよい。
【００１５】
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、実質的に下記成分からなる：
　少なくとも80質量％のPPと、例えば少なくとも85質量％のPPはポリエチレンを含まず、
　2～10質量％の相溶化剤と、
　2～10質量％の耐衝撃性改良剤と、
　約5質量％までの、過酸化物含有添加剤以外の追加の添加剤、例えば0.1～1.0質量％の
酸化防止剤。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、下記成分からなる：
　85～95質量％のPPと、例えば88～92質量％のPPはポリエチレンを含まず、
　3～7質量％の相溶化剤と、
　3～7質量％の耐衝撃性改良剤と、
　2質量％までの酸化防止剤、例えば0.1～5.0質量％の酸化防止剤、ただし、上記樹脂中
の成分の総質量は合計で100％であり、MFIは約5.0～7.0g/10分(190℃で2.16kg)を有して
いてもよい。
【００１６】
　このような実施態様においては、実質的に種々の成分からなるか、または種々の成分か
らなるものを含めて、上記ポリプロピレンと、上記ポリエチレンの少なくとも一部が存在
する場合は、リサイクルされた混合ポリオレフィン源に由来し、上記ポリエチレンの少な
くとも一部は別のリサイクルされた供給源に由来する。
　このような実施態様においては、上記ポリプロピレンとポリエチレンの全部がリサイク
ルされたポリプロピレンとポリエチレンであってもよく、上記耐衝撃性改良剤が存在する
場合、リサイクルされたポリマーに由来してもよい。
　このような実施態様においては、耐衝撃性改良剤(rSBSであってもよい)以外の、上記樹
脂組成物中の全ポリマーの90～100質量％が、ポリプロピレンと、存在する場合はポリエ
チレンであり得る。
　このような実施態様においては、上記樹脂中の上記ポリマーの全部がリサイクルされた
ポリマーであってもよい。
【００１７】
相溶化剤
　上記樹脂組成物は少なくとも約1質量％の相溶化剤を含む。上記相溶化剤は、上記無機
粒子と上記無機粒子の表面上の表面処理剤を含む。
　上記相溶化剤は、上記樹脂組成物の総質量に基づいて、約1質量％～約45質量％の範囲
の量で上記樹脂組成物中に存在してもよい。例えば、上記樹脂組成物の総質量に基づいて
、約2質量％～約40質量％、または約3質量％～約35質量％、または約4質量％～約30質量
％、または約5質量％～約30質量％、または約5質量％～約25質量％、または約5質量％～
約20質量％、または約5質量％～約15質量％、または約5質量％～約10質量％、または約8
質量％～約12質量％。上記相溶化剤は、上記樹脂組成物の総質量に基づいて、上記ポリマ
ー繊維の約40質量％以下、例えば約35質量％以下、または約30質量％以下、または約25質
量％以下、または約20質量％以下、または約15質量％以下、または約10質量％以下の量で
存在してもよい。
　ある実施態様、例えば、第1の態様1(a)のある実施態様においては、上記相溶化剤は、
上記樹脂組成物中に、上記樹脂組成物の総質量に基づいて、約1質量％～約10質量％の範
囲の量で、例えば、約2～10質量％、または約2～8質量％、または約3～7質量％、または
約4～6質量％、または約5質量％で存在してもよい。
【００１８】
　上記表面処理剤(すなわち、カップリング調整剤)は、上記樹脂組成物中に、上記樹脂組
成物の総質量に基づいて、約0.01質量％～約4質量％、例えば、上記樹脂組成物の総質量
に基づいて、約0.02質量％～約3.5質量％、または約0.05質量％～約1.4質量％、または約
0.1質量％～約0.7質量％、または約0.15質量％～約0.7質量％、または約0.3質量％～約0.
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7質量％、または約0.5質量％～約0.7質量％、または約0.02質量％～約0.5質量％、または
約0.05質量％～約0.5質量％、または約0.1質量％～約0.5質量％、または約0.15質量％～
約0.5質量％、または約0.2質量％～約0.5質量％、または約0.3質量％～約0.5質量％の量
で存在してもよい。
　ある実施態様においては、上記表面処理剤は、1個または2個の隣接するカルボニル基と
の末端プロパン酸基またはエチレン基が含まれる第1の化合物を含む。上記表面処理剤は
、上記無機粒子の表面上にコーティングされていてもよい。上記表面処理剤(例えば、コ
ーティング)の目的は、上記無機粒子充填剤と、組合せるべきそのポリマーマトリックス
との相溶性を改善すること、および/または異なるポリマーを架橋またはグラフトするこ
とによってリサイクルされた樹脂組成物中で2種以上の異なるポリマーの相溶性を改善す
ることである。リサイクルされたポリマーと未使用ポリマーでもよいポリマーを含むリサ
イクルされたポリマー樹脂組成物において、その機能性充填剤コーティングは、上記異な
るポリマーを架橋またはグラフトするのに役立ち得る。理論に縛られることを望むもので
はないが、カップリングは、上記ポリマーと上記表面処理剤との間の物理的(例えば、立
体的)および/または化学的(例えば、化学的結合、例えば共有結合またはファンデルワー
ルス)相互作用を含むと考えられる。
【００１９】
　一実施態様においては、上記表面処理剤(すなわち、カップリング調整剤)は、式(1)：
　　　A-(X-Y-CO)m(O-B-CO)nOH　　　　　　　　　　(1)
(式中、
　Aは、1個または2個の隣接するカルボニル基との末端エチレン結合を含有する部分であ
り；
　Xは、Oであり、mは、1～4であるか、またはXは、Nであり、mは、1であり；
　Yは、C1-8-アルキレンまたはC2-18-アルケニレンであり；
　Bは、C2-6-アルキレンであり；nは、0～5である；
　ただし、Aがエチレン基に隣接する2個のカルボニル基を含む場合、XはNである)
を有する。
【００２０】
　一実施態様においては、A-X-はアクリル酸の残基であり、(O-B-CO)nはδ-ラクトンまた
はε-カプロラクトンまたはこれらの混合物であってもよく、nは0であってもよい。
　別の実施態様においては、A-X-はマレイミドの残基であり、(0-B-CO)nはδ-バレロラク
トンまたはε-カプロラクトンまたはその混合物の残基であってもよく、nは0であっても
よい。
　カップリング調整剤の個々の例は、β-カルボキシエチルアクリレート、β-カルボキシ
ヘキシルマレイミド、10-カルボキシデシルマレイミドおよび5-カルボキシペンチルマレ
イミドである。
　例示的なカップリング調整剤およびその調製方法は、US-A-7732514号に記載されており
、その全内容は本明細書に援用されている。
【００２１】
　別の実施態様においては、上記カップリング調整剤は、β-アクリロイルオキシプロパ
ン酸または式(2)：
　　　CH2=CH-COO[CH2-CH2-COO]nH　　　　　　　　　　(2)
　　　(式中、nは1～6の数を表す)
のオリゴマーアクリル酸である。
　一実施態様においては、nは、1、2、3、4、5、または6である。
【００２２】
　式(2)の上記オリゴマーアクリル酸は、アクリル酸を、0.001～1質量％の重合禁止剤の
存在下で、場合により高圧下および不活性溶媒の存在下で、約50℃～200℃の範囲の温度
に加熱することにより調製することができる。例示的なカップリング調整剤およびその調
製方法は、US-A-4267365号に記載されており、その全内容は本明細書に援用されている。
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　別の実施態様においては、上記カップリング調整剤はβ-アクリロイルオキシプロパン
酸である。この化学種およびその製造方法は、US-A-3888912号に記載されており、その全
内容は本明細書に援用されている。
　上記表面処理剤/カップリング調整剤は、所望の結果を達成するのに有効な量で上記相
溶化剤中に存在する。これはカップリング調整剤の間で異なり、上記無機粒子の正確な組
成に依存し得る。例えば、上記カップリング調整剤は、上記相溶化剤の総質量に基づいて
約5質量％以下、例えば約2質量％以下、または例えば約1.5質量％以下の量で存在しても
よい。一実施態様においては、上記カップリング調整剤は、上記相溶化剤の総質量に基づ
いて約1.2質量％以下、例えば約1.1質量％以下、例えば約1.0質量％以下、例えば約0.9質
量％以下、例えば約0.8質量％以下、例えば約0.7質量％以下、例えば約0.6質量％以下、
例えば約0.5質量％以下、例えば約0.4質量％以下、例えば約0.3質量％以下、例えば約0.2
質量％以下、または例えば約0.1質量％以下の量で上記相溶化剤中に存在する。典型的に
は、上記カップリング調整剤は、約0.05質量％より多い量で上記相溶化剤中に存在する。
さらなる実施態様においては、上記カップリング調整剤は、約0.1～2質量％、例えば約0.
2質量％～約1.8質量％、または約0.3～約1.6質量％、または約0.4～約1.4質量％、または
約0.5～約1.3質量％、または約0.6～約1.2質量％、または約0.7～約1.2質量％、または約
0.8～約1.2質量％、または約0.8～約1.1質量％の範囲の量で上記相溶化剤中に存在する。
【００２３】
　ある実施態様においては、1個または2個の隣接するカルボニル基との末端プロパン酸基
またはエチレン性基が含まれる1種の化合物/複数種の化合物は、上記表面処理剤中に存在
する唯一の化学種である。
　ある実施態様においては、上記表面処理剤は、1種以上の脂肪酸および1種以上の脂肪酸
の塩、およびそれらの組合せからなる群から選択される第2の化合物をさらに含む。
　一実施態様においては、上記1種以上の脂肪酸は、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミ
チン酸、ステアリン酸、アラキジン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、ミリス
トレイン酸、パルミトレイン酸、サピエン酸、オレイン酸、エライジン酸、バクセン酸、
リノール酸、リノエライジン酸、α-リノレン酸、アラキドン酸、エイコサペンタエン酸
、エルカ酸、ドコサヘキサエン酸およびこれらの組合せからなる群から選択される。別の
実施態様においては、上記1種以上の脂肪酸は、飽和脂肪酸または不飽和脂肪酸である。
別の実施態様においては、上記脂肪酸は、C12～C24脂肪酸、例えば、C16～C22脂肪酸であ
り、これは飽和または不飽和であり得る。一実施態様においては、上記1種以上の脂肪酸
は、ステアリン酸であり、他の脂肪酸と組合せてもよい。
【００２４】
　別の実施態様においては、脂肪酸の上記1種以上の塩は、上述の脂肪酸の金属塩である
。上記金属は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属または亜鉛であってもよい。一実施
態様においては、上記第2の化合物はステアリン酸カルシウムである。
　上記第2の化合物は、存在する場合、所望の結果を達成するのに有効な量で上記相溶化
剤中に存在する。これはカップリング調整剤の間で異なり、上記無機粒子の正確な組成に
依存し得る。例えば、上記第2の化合物は、上記相溶化剤の全質量に基づいて約5質量％以
下、例えば約2質量％以下または、例えば約1質量％以下の量で存在してもよい。一実施態
様においては、上記第2の化合物は、上記相溶化剤の全質量に基づいて約0.9質量％以下、
例えば約0.8質量％以下、例えば約0.7質量％以下、例えば約0.6質量％以下、例えば約0.5
質量％以下、例えば約0.4質量％以下、例えば約0.3質量％以下、例えば約0.2質量％以下
または、例えば約0.1質量％以下の量で存在してもよい。典型的には、上記第2の化合物は
、存在する場合、約0.05質量％の量で上記相溶化剤中に存在してもよい。上記カップリン
グ調整剤と上記第2の化合物との質量比は、約5：1～約1：5、例えば約4：1～約1：4、例
えば約3：1～約1：3、例えば2：1～1：2または、例えば約1：1であってもよい。第1の化
合物(すなわち、上記カップリング調整剤)と上記第2の化合物(すなわち、上記1種以上の
脂肪酸またはその塩)を含むコーティング量は、上記無機粒子の表面上に単層被覆を与え
るように計算される量であり得る。実施態様においては、上記第1の化合物と第2の化合物
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との質量比は、約4：1～約1：3、例えば約4：1～約1：2、例えば約4：1～約1：1、例えば
約4：1～約2：1、例えば約3.5：1～約1：1、例えば約3.5：1～2：1または、例えば約3.5
：1～約2.5：1である。
　ある実施態様においては、上記表面処理剤は、1種以上の脂肪酸および脂肪酸の1種以上
の塩からなる群から選択される化合物を含まない。
【００２５】
　ある実施態様においては、上記表面剤は、上記無機粒子の表面上の有機リンカーである
か、またはそれを含む。上記有機リンカーは、酸素含有酸官能性を有する。上記有機リン
カーは、有機酸の塩基形態である。「塩基形態」とは、例えば、有機酸を脱水して対応す
るオキシアニオンを形成することにより、上記有機酸が少なくとも部分的に脱プロトン化
されていることを意味する。ある実施態様においては、有機酸の塩基形態は、上記有機酸
の共役塩基である。上記有機酸(従って、上記有機リンカー)は、少なくとも1つの炭素-炭
素二重結合を含む。
　ある実施態様においては、上記有機リンカーは非ポリマー化合種であり、ある実施態様
においては約400g/mol以下の分子量を有する。「非ポリマー」とは、(i)モノマー化学種
の重合によって形成されない化学種、および/または(ii)比較的低い分子量、例えば約100
0g/mol未満の分子量、例えば約400g/mol以下の分子量を有する化学種、および/または(ii
i)炭素鎖中に70個以下の炭素原子、例えば炭素鎖中に約25個以下の炭素原子を含む化学種
を意味する。
　ある実施態様においては、上記非ポリマー化学種は、約800g/mol以下、または約600g/m
ol以下、または約500g/mol以下、または約400g/mol以下、または約300g/mol以下、または
約200g/mol以下の分子量を有する。代替的にまたは追加的に、ある実施態様においては、
上記非ポリマー化学種は、約50個以下の炭素原子、または約40個以下の炭素原子、または
約30個以下の炭素原子、または約25個以下の炭素原子、または約20個以下の炭素原子、ま
たは約15個以下の炭素原子を含む。
　ある実施態様においては、上記相溶化剤は、粒子と上記粒子の表面上の有機リンカー(
カップリング調整剤として働く)を含み、上記相溶化剤は、酸素含有酸官能性を有する有
機酸を少なくとも部分的に脱水することにより得られ、上記粒子の存在下で少なくとも1
つの炭素-炭素二重結合を含んでいる。
【００２６】
　例示的な有機酸はカルボン酸およびその塩基形態カルボキシレート、例えば、それぞれ
【化１】

(式中、Rは、少なくとも1つの炭素-炭素二重結合を含む不飽和C2+基である)
である。上記カルボキシレート基(これはオキシアニオンである)は共鳴形態で示されてい
る。上記カルボキシレート基は共役塩基の一例である。ある実施態様においては、Rは、
不飽和C3+基、または不飽和C4+基、または不飽和C5+基である。
【００２７】
　理論に縛られることを望むものではないが、上記酸官能性の塩基形態が上記粒子の表面
と配位/会合し、少なくとも1つの炭素-炭素二重結合を有する有機テールが上記樹脂組成
物中の異なるポリマー化学種と配位/会合すると考えられている。従って、上記相溶化剤
は、カップリング調整剤として作用する有機リンカーによって、異なるポリマータイプを
架橋またはグラフトする働きをし、そのカップリングは上記異なるポリマー間および上記
ポリマーと上記粒子間の物理的(例えば、立体的)および/または化学的(例えば、共有結合
またはファンデルワールスのような化学的結合)相互作用を含む。全体としての効果は、
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上記ポリマーブレンド中の上記異なるポリマータイプの相溶性を高めることであり、これ
は、また、上記ポリマーブレンドの加工および/または上記ポリマーブレンドから製造さ
れた製造物品の1つ以上の物理的性質(例えば、1つ以上の機械的性質)を高めることができ
る。上記粒子の表面は、上記有機リンカーのアニオン電荷を平衡させる働きをすることが
できる。さらに、相溶化効果は、上記ポリマーブレンドの加工性および/または上記ポリ
マーブレンドから製造された物品の物理的性質に悪影響を及ぼすことなく、より多くの量
の粒子を組込むことを可能にし得る。これは、また、ポリマー(リサイクルされたものな
ど)の使用が少ないため、コストを削減し得る。
【００２８】
　ある実施態様においては、上記有機リンカーは、有機酸、例えば、カルボキシレートま
たはホスフェートまたはホスファイトまたはホスフィネートまたはアミノ酸の共役塩基で
ある。ある実施態様においては、上記有機リンカーはカルボキシレートである。別の実施
態様においては、上記有機リンカーには、マレイミド環が含まれる(例えば、アミドカル
ボキシレート官能性が上記粒子の表面と配位/会合し、炭素-炭素二重結合が上記ポリマー
ブレンド中の異なるポリマー化学種と配位/会合する)。
　ある実施態様においては、上記有機リンカーは、炭素-炭素二重結合に加えて少なくと
も1個の炭素原子を含む。ある実施態様においては、上記有機リンカーは、炭素-炭素二重
結合に加えて、少なくとも2個の炭素原子、または少なくとも3個の炭素原子、または少な
くとも4個の炭素原子、または少なくとも5個の炭素原子を含む。ある実施態様においては
、上記有機リンカーは、少なくとも6個の炭素原子、例えば、少なくとも1つの炭素-炭素
二重結合が含まれる、少なくとも6個の炭素原子の鎖を含む。ある実施態様においては、
上記有機リンカーは、ただ1つの炭素-炭素二重結合を含む。ある実施態様においては、上
記有機リンカーは、2つの炭素-炭素二重結合を含む。ある実施態様においては、上記有機
リンカーは、3つの炭素-炭素二重結合を含む。上記少なくとも1つの炭素-炭素二重結合に
関する部分は、シス配置またはトランス配置で配置することができる。上記炭素-炭素二
重結合は、末端基であってもよく、または分子の内部、すなわち炭素原子の鎖内にあって
もよい。
【００２９】
　ある実施態様においては、上記有機リンカーは：
　　　(1)CH2=CH-(CH2)a-Z
　　　および/または
　　　(2)CH3-(CH2)b-CH=CH-(CH2)c-Z
(式中、
　aは、3以上であり；
　bは、1以上であり、cは、0以上であるが、b + cは、少なくとも2であり；
　Zは、カルボキシレート基、ホスフェート基、ホスファイト基またはホスフィネート基
である)
である。
【００３０】
　ある実施態様においては、aは、6～20、例えば6～18、または6～16、または6～14、ま
たは6～12、または6～10、または7～9である。ある実施態様においては、aは、8である。
　ある実施態様においては、bおよびcは、それぞれ独立して4～10、例えば、それぞれ独
立して5～11、または5～10、または6～9、または6～8である。ある実施態様においては、
bおよびcは両方とも7である。
　ある実施態様においては、上記有機リンカーが式(1)を有する場合、Zはカルボキシレー
ト基である。このような実施態様においては、上記相溶化剤は、粒子(例えば、無機粒子)
と式(1)の上記有機リンカー(Zはカルボキシレート基である)から本質的になってもよく、
またはそれらからなってもよい。
　ある実施態様においては、上記有機リンカーが式(2)を有する場合、Zはカルボキシレー
ト基である。このような実施態様においては、上記相溶化剤は、粒子(例えば、無機粒子)
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と式(2)の上記有機リンカー(Zはカルボキシレート基である)から本質的になってもよく、
またはそれらからなってもよい。
　ある実施態様においては、上記有機リンカーは、式(1)と式(2)の混合物であり、Zは、
それぞれの場合にカルボキシレート基であってもよい。このような実施態様においては、
上記相溶化剤は、粒子(例えば、無機粒子)と、式(1)の上記有機リンカー(Zはカルボキシ
レート基である)と、式(2)の上記有機リンカー(Zはカルボキシレート基である)から本質
的になってもよく、またはそれらからなってもよい。
【００３１】
　ある実施態様においては、上記有機酸は不飽和脂肪酸であるか、または不飽和脂肪酸に
由来する。ある実施態様においては、上記有機酸が不飽和脂肪酸である場合、上記相溶化
剤は、粒子(例えば、無機微粒子)と有機リンカーから本質的になるか、またはそれらから
なる。このような実施態様においては、上記不飽和脂肪酸は、ミリストレイン酸、パルミ
トレイン酸、サピエン酸、オレイン酸、エライジン酸、バクセン酸、リノール酸、リノエ
ライジン酸、α-リノレン酸、アラキドン酸、エイコサペンタエン酸、エルカ酸およびド
コサヘキサエン酸の1種から選択されてもよい。このような実施態様においては、上記不
飽和脂肪酸はオレイン酸であってもよく、すなわち、ある実施態様においては、上記相溶
化剤は粒子(例えば、無機粒子)とオレイン酸の塩基形態を含む。ある実施態様においては
、上記相溶化剤は、粒子(例えば、無機粒子)とオレイン酸の塩基形態からなる。
　ある実施態様においては、上記有機酸は不飽和脂肪酸に由来する。ある実施態様におい
ては、上記有機酸はウンデシレン酸であり、すなわち上記有機リンカーはウンデシレン酸
の塩基形態である。ある実施態様においては、上記相溶化剤は、粒子(例えば、無機粒子)
とウンデシレン酸の塩基形態からなる。
【００３２】
無機粒子材料
　上記無機粒子材料は、例えば、アルカリ土類金属炭酸塩または硫酸塩、例えば、炭酸カ
ルシウム、炭酸マグネシウム、ドロマイト、石膏、カオリン、ハロイサイトまたはボール
クレーのような含水カンダイトクレー、メタカオリンまたは完全か焼カオリンのような無
水(か焼された)カンダイトクレー、タルク、雲母、パーライトまたはケイソウ土、または
水酸化マグネシウム、またはアルミニウム三水和物、またはこれらの組合せであり得る。
　好ましい無機粒子材料は、炭酸カルシウムである。以後、本発明は、炭酸カルシウムに
関して、および上記炭酸カルシウムが製造および/または処理される態様に関して述べる
傾向があり得る。本発明は、このような実施態様に限定されると解釈されるべきではない
。
　本発明で使用される上記粒状炭酸カルシウムは、粉砕によって天然源から得ることがで
きる。粉砕された炭酸カルシウム(GCC)は、典型的には、所望の程度の細かさを有する製
品を得るために、チョーク、大理石または石灰石のような鉱物源を粉砕し、粉砕した後に
粒度分級工程を行うことによって得られる。所望の程度の細かさおよび/または色を有す
る製品を得るために、漂白、浮遊および磁気分離のような他の技術を使用することもでき
る。その粒状固体材料は、自発的に粉砕することができ、すなわち、その固体材料自体の
粒子間の摩耗によって、あるいは粉砕すべき上記炭酸カルシウムとは異なる材料の粒子を
含む粒状粉砕媒体の存在下で粉砕することができる。これらのプロセスは、分散剤および
殺生物剤の存在下または不在下で実施することができ、これらは、上記プロセスの任意の
段階で添加することができる。
【００３３】
　沈降炭酸カルシウム(PCC)は、本発明における粒状炭酸カルシウムの供給源として使用
することができ、当該技術分野で利用可能な既知の方法のいずれによっても製造すること
ができる。TAPPI Monograph Series No 30, 「Paper Coating Pigments」, pages 34-35
は、製紙産業で使用するための製品の調製に使用するのに適した沈降炭酸カルシウムを調
製するための3つの主な商業的方法を記載しているが、本発明の実施に使用してもよい。3
つのプロセスの全てにおいて、石灰石のような炭酸カルシウム供給材料をまず焼成して生
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石灰を生成し、次いでその生石灰を水中で消和して水酸化カルシウムまたは石灰乳を得る
。第1のプロセスでは、石灰乳を二酸化炭素で直接炭酸化する。このプロセスは、副生成
物が形成されず、炭酸カルシウム製品の特性および純度を制御することが比較的容易であ
るという利点を有する。第2のプロセスでは、石灰乳をソーダ灰と接触させて、炭酸カル
シウムの沈殿物および水酸化ナトリウムの溶液を複分解により生成する。水酸化ナトリウ
ムは、このプロセスが商業的に使用される場合、炭酸カルシウムから実質的に完全に分離
され得る。第3の主な商業的プロセスでは、石灰乳を最初に塩化アンモニウムと接触させ
て塩化カルシウム溶液およびアンモニアガスを得る。次いで、その塩化カルシウム溶液を
ソーダ灰と接触させて、複分解により沈降炭酸カルシウムおよび塩化ナトリウム溶液を生
成する。使用される特定の反応プロセスに依存して、様々な異なる形状およびサイズで結
晶を製造することができる。PCC結晶の3つの主な形態は、アラゴナイト、菱面体および偏
三角面体であり、これらの混合物が含まれる全てが本発明での使用に適している。
【００３４】
　炭酸カルシウムの湿式粉砕は、粉砕してもよい炭酸カルシウムの水性懸濁液の形成を含
み、適切な分散剤の存在下であってもよい。炭酸カルシウムの湿式粉砕に関するさらなる
情報については、例えばEP-A-614948号(その内容は全体で援用されている)を参照するこ
とができる。無機粒子、例えば炭酸カルシウムは、任意の適切な乾式粉砕技術によっても
調製することができる。
　ある状況では、カオリン、焼成カオリン、ウォラストナイト、ボーキサイト、タルク、
二酸化チタンまたは雲母の1種以上が存在してもよい他の鉱物の添加が含まれてもよい。
　上記無機粒子材料が天然源から得られる場合、いくつかの無機不純物が粉砕材料を汚染
することがある。例えば、天然に存在する炭酸カルシウムは、他の鉱物と会合して存在す
ることができる。従って、いくつかの実施態様においては、上記無機粒子材料には、ある
量の不純物が含まれる。しかしながら、一般に、本発明で使用される上記無機粒子材料は
、約5質量％未満、好ましくは約1質量％未満の他の鉱物不純物を含有する。
　特に明記しない限り、上記無機粒子材料について本明細書で言及される粒度特性は、CI
LAS 1064機器(または本質的に同じ結果をもたらす他の方法)を使用して、レーザ光散乱の
分野で用いられる周知の従来の方法によって測定されたものである。上記レーザ光散乱技
術において、粉末、懸濁液および乳濁液中の粒子のサイズは、Mie理論の適用に基づいて
、レーザビームの回折を使用して測定することができる。このような機械は、当該技術分
野で『等価球直径』(e.s.d)と呼ばれるサイズが所定のe.s.d値よりも小さい粒子の体積に
よる累積百分率の測定値およびプロットを与える。平均粒子サイズd50は、このd50値より
も小さい等価球直径を有する粒子が50体積％である粒子e.s.dのこのようにして決定され
た値である。用語d90は、粒子が90体積％未満である粒子サイズ値である。
【００３５】
　上記無機粒子のd50は、約100μm未満、例えば約80μm未満、例えば約60μm未満、例え
ば約40μm未満、例えば約20μm未満、例えば約15μm未満、例えば約10μm未満、例えば約
8μm未満、例えば約6μm未満、例えば約5μm未満、例えば約4μm未満、例えば約3μm未満
、例えば約2μm未満、例えば約1.5μm未満、例えば約1μm未満であってもよい。上記無機
粒子のd50は、約0.5μmより大きく、例えば約0.75μmより大きく、約1μmより大きく、例
えば約1.25μmより大きく、例えば約1.5μmより大きくてもよい。上記無機微粒子のd50は
、0.5～20μm、例えば約0.5～10μm、例えば約1～約5μm、例えば約1～約3μm、例えば約
1～2μm、例えば約0.5～約2μm、例えば約0.5～約1.5μm、例えば約0.5～約1.4μm、例え
ば約0.5～約1.4μm、例えば約0.5～約1.3μm、例えば約0.5～約1.2μm、例えば約0.5～約
1.1μm、例えば約0.5～約1.0μm、例えば約0.6～約1.0μm、例えば約0.7～約1.0μm、例
えば約0.6～約0.9μm、例えば約0.7～約0.9μmの範囲であってもよい。
　上記無機微粒子のd90(トップカットとも呼ばれる)は、約150μm未満、例えば約125μm
未満、例えば約100μm未満、例えば約75μm未満、例えば約50μm未満、例えば約25μm未
満、例えば約20μm未満、例えば約15μm未満、例えば約10μm未満、例えば約8μm未満、
例えば約6μm未満、例えば約4μm未満、例えば約3μm未満、又は例えば約2μm未満であっ
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てもよい。有利には、上記d90は約25μm未満であってもよい。
　0.1μmより小さい粒子の量は、典型的には約5体積％以下である。
【００３６】
　上記無機粒子は、約10以上の粒子急峻性(steepness)を有し得る。粒子急峻性(すなわち
、上記無機粒子の粒子サイズ分布の急峻性)は、次の式：
　　　急峻性= 100×(d30/d70)
(式中、d3Oは、このd3O値未満のe.s.dを有する粒子が30体積％である粒子e.s.dの値であ
り、d70は、このd70値未満のe.s.dを有する粒子が70体積％である粒子e.s.dの値である)
によって決定される。
【００３７】
　上記無機微粒子は、約100以下の粒子急峻性を有していてもよい。上記無機微粒子は、
約75以下、約50以下、または約40以下、または30以下の粒子急峻性を有していてもよい。
上記無機粒子は、約10～約50、または約10～約40の粒子急峻性を有していてもよい。
　上記無機粒子は、表面処理をその表面に施すように、表面処理剤、すなわちカップリン
グ調整剤で処理される。ある実施態様においては、上記無機微粒子は、表面処理剤でコー
ティングされる。
　ある実施態様においては、上記相溶化剤の上記無機粒子材料は炭酸カルシウム、例えば
GCCである。
　ある態様およびその実施態様によれば、上記樹脂組成物は過酸化物含有添加剤、例えば
ジクミルペルオキシドまたは1,1-ジ(tert-ブチルペルオキシ)-3,3,5-トリメチルシクロヘ
キサンを実質的に含まない、すなわち含まない。
【００３８】
　あるいは、ある態様およびその実施態様においては、上記樹脂組成物は過酸化物含有添
加剤、例えばジクミルペルオキシドまたは1,1-ジ(tert-ブチルペルオキシ)-3,3,5-トリメ
チルシクロヘキサンを含む。上記過酸化物含有添加剤は、必ずしも表面処理剤/カップリ
ング調整剤に含まれていなくてもよく、代わりに下記で説明するように、上記相溶化剤と
上記ポリマーのコンパウンディング中に添加されてもよい。いくつかのポリマー系、例え
ばポリエチレン(例えばHDPE)を含有するポリマー系では、過酸化物含有添加剤の包含は、
上記ポリマー鎖の架橋を促進し得る。他のポリマー系、例えばポリプロピレンでは、過酸
化物含有添加剤の包含は、ポリマー鎖の切断を促進し得る。上記過酸化物含有添加剤は、
所望の結果を達成するのに有効な量で存在してもよい。これはカップリング調整剤の間で
異なり、上記無機微粒子および上記ポリマーの正確な組成に依存し得る。例えば、上記過
酸化物含有添加剤は、上記過酸化物含有添加剤が添加されるべき上記樹脂組成物中の上記
ポリマーの質量に基づいて、約1質量％以下、例えば約0.5質量％、例えば0.1質量％、例
えば約0.09質量％以下、または例えば約0.08質量％以下、または例えば約0.06質量％以下
の量で存在してもよい。典型的には、上記過酸化物含有添加剤は、存在する場合には、上
記樹脂組成物中の上記ポリマーの質量に基づいて約0.01質量％より多い量で存在する。
【００３９】
　上記相溶化剤は、上記無機粒子、表面処理剤/カップリング調整剤および必要に応じて
過酸化物含有添加剤を組合せ、例えばSteele and Cowlishaw高強度ミキサーを使用して、
好ましくは80℃以下の温度で混合することにより調製することができる。上記表面処理剤
/カップリング調整剤の化合物は、上記無機粒子を粉砕した後であっても、上記無機粒子
をリサイクルされていてもよいポリマー組成物に添加する前に適用してもよい。例えば、
上記無機粒子を機械的に解凝集させる工程において、上記表面処理剤/カップリング調整
剤を上記無機粒子に添加してもよい。上記表面処理剤/カップリング調整剤は、粉砕機で
行われる解凝集中に適用されてもよい。
　上記相溶化剤は、酸化防止剤をさらに含むことができる。適切な酸化防止剤には、ヒン
ダードフェノールおよびアミン誘導体からなる有機分子、リン酸エステルおよび低分子量
ヒンダードフェノールからなる有機分子、およびチオエステルが含まれるが、これらに限
定されない。例示的な抗酸化剤には、Irganox 1010およびIrganox 215、ならびにIrganox
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 1010とIrganox 215のブレンドが含まれる。あるいは、このような酸化防止剤は、上記相
溶化剤とは別に樹脂組成物に添加されてもよい。あるいは、酸化防止剤の全必要量の一部
は、上記相溶化剤の両方に存在してもよく、上記相溶化剤とは別に樹脂組成物に添加され
てもよい。
【００４０】
第2の充填剤
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、存在する場合、上記相溶化剤に加えて充
填剤、すなわち1種以上の第2の充填剤成分を含む。上記第2の充填剤成分は、表面処理剤/
カップリング調整剤で処理することはできない。ある実施態様においては、上記第2の充
填剤成分は、表面処理剤/カップリング調整剤で処理されていない。このような追加成分
は、存在する場合、ポリマー組成物のための公知の充填剤成分から適切に選択される。例
えば、上記機能性充填剤に使用される上記無機粒子は、例えばカーボンブラックおよび/
又はタルクのような1種以上の他の公知の第2の充填剤成分と共に使用することができる。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、第2の充填剤成分としてカーボンブラッ
クを含む。上記カーボンブラックは、着色剤および/またはUV安定剤として機能すること
ができる。
　ある実施態様においては、相溶化剤と第2の充填剤成分との質量比は、約1：1～約20：1
、例えば約5：1～約15：1、または約7.5：1～約12.5：1、例えば約10：1である。ある実
施態様においては、上記機能性充填剤の上記無機微粒子は炭酸カルシウム、例えば粉砕炭
酸カルシウムであり、上記第2の充填剤成分はコーティングしていないカーボンブラック
である。第2の充填剤成分が使用される場合、それは上記ポリマー組成物の約0.1質量％～
約5質量％、例えば、上記樹脂組成物の約0.5質量％～約4質量％、または約0.5質量％～約
3質量％、または約0.5質量％～約2.5質量％、または約0.5質量％～約2質量％、または約0
.5質量％～約1.5質量％、または約0.75質量％～1.25質量％である。
　第2の充填剤成分は、また、上記樹脂組成物の密度を増加させるのに役立ち得る。
　ある実施態様においては、上記第2の充填剤は、上記樹脂組成物の総質量に基づいて、
少なくとも約0.5質量％の量で存在する。
【００４１】
耐衝撃性改良剤
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、耐衝撃性改良剤、例えば、充填ポリマー
樹脂の総質量に基づいて、約20質量％までの耐衝撃性改良剤、例えば、樹脂組成物の総質
量に基づいて、約0.1質量％～約20質量％、または約0.5質量％～約15質量％、または約1
質量％～約10質量％、または約2質量％～約5質量％、または約1質量％～約10質量％、ま
たは約1質量％～約8質量％、または約2質量％～約6質量％、または約2質量％～約5質量％
の耐衝撃性改良剤を含む。
　ある実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤はエラストマー、例えばポリオレフィン
エラストマーである。ある実施態様においては、上記ポリオレフィンエラストマーは、エ
チレンと他のオレフィン(例えば、α-オレフィン)、例えばオクタンおよび/またはブテン
および/またはスチレンのコポリマーである。ある実施態様においては、上記耐衝撃性改
良剤はエチレンとオクテンのコポリマーである。ある実施態様においては、上記耐衝撃性
改良剤はエチレンとブテンのコポリマーである。
【００４２】
　ある実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤はリサイクルされた(例えば、ポスト産
業)耐衝撃性改良剤である。
　ある実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤、例えばエチレン-オクテンコポリマー
のような上記のポリオレフィンコポリマーは、約0.80～約0.95g/cm3の密度および/または
約0.2g/10分(190℃で2.16kg)～約30g/10分(190℃で2.16kg)、例えば約0.5g/10分(190℃で
2.16kg)～約20g/10分(190℃で2.16kg)、または約0.5g/10分(190℃で2.16kg)～約15g/10分
(190℃で2.16kg)、または約0.5g/10分(190℃で2.16kg)～約10g/10分(190℃で2.16kg)、ま
たは約0.5g/10分(190℃で2.16kg)～約7.5g/10分(190℃で2.16kg)、または約0.5g/10分(19
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0℃で2.16kg)～約5g/10分(190℃で2.16kg)、または約0.5g/10分(190℃で2.16kg)～約4g/1
0分(190℃で2.16kg)、または約0.5g/10分(190℃で2.16kg)～約3g/10分(190℃で2.16kg)、
または約0.5g/10分(190℃で2.16kg)～約2.5g/10分(190℃で2.16kg)、または約0.5g/10分(
190℃で2.16kg)～約2g/10分(190℃で2.16kg)、または約0.5g/10分(190℃で2.16kg)～約1.
5g/10分(190℃で2.16kg)のMFIを有する。このような実施態様またはある実施態様におい
ては、上記耐衝撃性改良剤は、約0.85～約0.86g/cm3の密度を有するエチレン・オクテン
コポリマーである。例示的な耐衝撃性改良剤は、Engage(RTM)ブランド、例えばEngage(RT
M)8842でDOWによって製造されたポリオレフィンエラストマーである。このような実施態
様においては、コンパウンディングポリマーブレンドは、本明細書に記載されているよう
に、酸化防止剤をさらに含むことができる。
【００４３】
　ある実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤は、スチレンとブタジエンをベースとす
るコポリマー、例えば、スチレンとブタジエンをベースとする線状ブロックコポリマーで
ある。このような実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤は、約1～約5g/10分(200℃で
5.0kg)、例えば、約2g/10分(200℃で5.0kg)～約4g/10分(200℃で5.0kg)、または約3g/10
分(200℃で5.0kg)～約4g/10分(200℃で5.0kg)のMFIを有することができる。このような実
施態様においては、上記線状ブロックコポリマーは、リサイクルされた線状ブロックコポ
リマーであってもよい。
　ある実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤は、スチレンとイソプレンをベースとす
るコポリマー、例えば、スチレンとイソプレンをベースとする線状ブロックコポリマーで
ある。このような実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤は、約5～約20g/10分(230℃
で2.16)、例えば約8g/10分(230℃で2.16kg)～約15g/10分(230℃で2.16kg)、または約10g/
10分(230℃で2.16kg)～約15g/10分(230℃で2.16kg)のMFIを有することができる。このよ
うな実施態様においては、上記線状ブロックコポリマーはリサイクルされていてもよい。
【００４４】
　ある実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤は、スチレンとエチレン/ブテンをベー
スとするトリブロックコポリマーである。このような実施態様においては、上記耐衝撃性
改良剤は、約15g/10分(200℃で5.0kg)～約25g/10分(200℃で5.0kg)、例えば約20g/10分(2
00℃で5.0kg)～約25g/10分(200℃で5.0kg)のMFIを有することができる。
　MFIは、ISO 1133に従って測定することができる。
　ある実施態様においては、例えば、上記耐衝撃性改良剤がスチレンとブタジエン、また
はスチレンとイソプレンをベースとする線状ブロックコポリマーであり、かつ/または上
記樹脂組成物がPEを含む実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤と上記樹脂組成物の1
種以上のポリマーとの間で架橋される。いくつかの実施態様においては、上記耐衝撃性改
良剤は上記ポリマーブレンドに混和性であってもよい。
　ある実施態様においては、上記耐衝撃性改良剤は、リサイクルされていてもよいスチレ
ン・ブタジエン・スチレンブロックコポリマー(rSBS)である。このような実施態様におい
ては、上記rSBSは、樹脂組成物の総質量に基づいて、約2質量％～約5質量％の量で上記樹
脂組成物中に存在する。
【００４５】
製造方法
　上記樹脂組成物は、上記ポリプロピレンと、存在する場合、非PPポリマー、例えばポリ
エチレンと、上記相溶化剤および過酸化物含有添加剤以外の他の任意の添加剤とをコンパ
ウンディングすることを含む方法によって製造することができる。
　ある実施態様においては、上記方法は、ポリプロピレンとポリエチレンを含むリサイク
ルされた混合ポリオレフィン供給材料(feed)を準備すること、上記リサイクルされた混合
ポリオレフィン供給材料をポリエチレンおよび/またはポリプロピレンの他の供給源と合
わせてもよいこと、および過酸化物含有添加剤の非存在下でコンパウンディングすること
を含む。
　ポリプロピレン、非PP(例えば、ポリエチレン)および他の任意のポリオレフィン源の相
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対量は、本明細書に記載の樹脂組成物を生成するように選択することができる。
　ある実施態様においては、上記方法は、上記相溶化剤を調製、準備または入手すること
、および上記ポリマーまたは異なるポリマータイプの混合物とコンパウンディングするこ
とを含む。上記相溶化剤は、本明細書に記載されるように、上記無機粒子材料を上記表面
処理剤/カップリング剤と適切な量で、約80℃以下の温度で混合することによって調製す
ることができる。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、上記樹脂組成物と相溶化剤のコンパウン
ディング前またはコンパウンディング中に添加され得る第2の充填剤成分(例えばカーボン
ブラック)および/または耐衝撃性改良剤(例えばrSBS)および/または酸化防止剤を含む。
【００４６】
　コンパウンディング自体は、ポリマー処理および製造の当業者に周知の技術である。当
該分野では、コンパウンディングは、成分が溶融する温度より低い温度で行われる混和プ
ロセスまたは混合プロセスとは異なることが理解される。
　コンパウンディングは、二軸スクリューコンパウンダー、例えば、Baker Perkins 25mm
二軸スクリューコンパウンダーを使用して行うことができる。上記ポリマーと相溶化剤と
他の任意の添加剤は、予備混合され、単一のホッパーから供給されてもよい。あるいは、
少なくとも上記ポリマーと相溶化剤を別々のホッパーから供給されてもよい。得られた溶
融物を、例えば水浴中で冷却し、次いでペレット化することができる。ある実施態様にお
いては、コンパウンディング中の温度は、上記相溶化剤が調製される温度と比較して高い
。ある実施態様においては、化合物中の温度は、約150～250℃、例えば約160～240℃、ま
たは約170～230℃、または約170～220℃、または約170～220℃、または約200℃～250℃で
ある。ある実施態様においては、コンパウンディング中の温度は、ポリオレフィン(例え
ば、リサイクルされたポリオレフィン)の熱機械的分解を引き起こし、表面処理された無
機粒子材料と反応するのに充分なマクロラジカルフラグメントを生成するのに充分な温度
である。
【００４７】
　このコンパウンディングした組成物は、滑り助剤(例えば、Erucamide)、加工助剤(例え
ば、Polybatch(登録商標)AMF-705)、離型剤および酸化防止剤のような追加成分をさらに
含んでもよい。適切な離型剤は、当業者には容易に明らかであり、脂肪酸および脂肪酸の
亜鉛塩、カルシウム塩、マグネシウム塩およびリチウム塩および有機リン酸エステルが含
まれる。個々の例は、ステアリン酸、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム、ステ
アリン酸マグネシウム、ステアリン酸リチウム、オレイン酸カルシウムおよびパルミチン
酸亜鉛である。滑り助剤および加工助剤、および離型剤は、マスターバッチの質量に基づ
いて約5質量％未満の量で添加してもよい。
　次いで、ポリマー物品、例えば、ケーブルまたはケーブル保護材または回転成形品が、
当業者に容易に明らかなように、当該技術分野で公知の従来の技術を使用して、任意の適
切な技術によって、例えば押出成形または回転成形によって形成することができる。
　同様に、プラスチックパレットのようなポリマー物品は、当業者に容易に明らかなよう
に、当該技術分野で公知の従来の技術を使用して、任意の適切な方法によって、例えば射
出成形によって形成することができる。
【００４８】
　上記樹脂組成物から形成され得る上記物品は多くかつ多様である。
　ある実施態様においては、上記物品はケーブルまたはケーブル保護材である。
　ある実施態様においては、上記ケーブルは電気または光ケーブルであり、かつ/または
上記ケーブル保護材は電気ケーブルまたは光ケーブルにおける使用または電気ケーブルま
たは光ケーブルとしての使用に適している。
　ある実施態様においては、上記ケーブルまたはケーブル保護材は、国際標準IEC 60502-
2(第2版、2005-03)、IEC 6081 1-1-1(第2.1版、2001-07)、IEC 60811-2-1(第2.1版、2001
-11)のいずれか1つ以上に対応する。
　ある実施態様においては、上記ケーブルは、金属導体(例えば、ワイヤ)、導体の周りの



(21) JP 2019-516831 A 2019.6.20

10

20

30

40

50

絶縁層(上記絶縁層の周りの金属シースであってもよい)、および上記樹脂組成物を含むか
または上記樹脂組成物から形成された外側層を含む。すなわち、上記外側層はケーブル保
護材である。
　ある実施態様においては、上記ケーブルまたはケーブル保護材は、下記の1つ以上を有
する：
　少なくとも0.95g/cm3の密度(これは、IS0 1183に従って測定することができる)；
　約55～60ショアーDの硬度；
　少なくとも約300％の破断点伸び；
　少なくとも18MPaの引張強さ；および/または
　約2.5％のカーボンブラック含有量。
【００４９】
　ある実施態様においては、上記物品、例えばケーブルまたはケーブル保護材は、少なく
とも約50時間、例えば少なくとも約150時間、または少なくとも約250時間、または少なく
とも約500時間、または少なくとも約750時間、または少なくとも約100時間、または少な
くとも約1500時間、または少なくとも約2000時間、または少なくとも約2500時間、または
少なくとも約3000時間、または少なくとも約3500時間、または少なくとも約4000時間、ま
たは少なくとも約4500時間、または少なくとも約5000時間、または少なくとも約6000時間
、または少なくとも約7000時間、または少なくとも約8000時間、または少なくとも約9000
時間、または少なくとも約10,000時間のESCRを有する。
　ECSRは、表面活性環境において生じるポリマー材料の分解による機械的破壊である。こ
れらは、応力と上記界面活性剤の合せた存在によるものである。上記界面活性剤は、上記
ポリマー成分を化学的に攻撃しないか、または破壊メカニズムを改変しない。活性環境は
、応力分解プロセスを加速するだけである。
　ある実施態様においては、ECSRは、条件Bの下でASTM D1693-01に従って測定される。こ
の方法によれば、標準的な方法で調製された成形プラークから、例えばプラクティスD470
3の付属書1の手順C(ASTM D1693-01の8.1項を参照)に従って、ASTM D1693-01の条件Bに示
す寸法まで切断する。条件Bは、約0.925g/cm3を超える密度を有する材料に典型的に使用
される。試験片は、プラクティスD618の手順A(23℃で最低40時間、相対湿度50％)に従っ
てコンディショニングすることができる－ASTM D1693-01の9.1項を参照されたい。
【００５０】
　ASTM D1693-01に従って、試験片の50％が破損した後に、破損までの時間(F50)がかかる
。数時間で測定されたこの破損までの時間は、ポリマー亀裂耐性を測定し判定し、比較す
るために使用される。
　ある実施態様によれば、条件Bの下でASTM D1693-01に従って測定することができるよう
に、少なくとも約50時間、例えば、少なくとも約150時間、または少なくとも約250時間、
または少なくとも約400時間、または少なくとも約500時間、または少なくとも約750時間
、または少なくとも約100時間、または少なくとも約1500時間、または少なくとも約2000
時間、または少なくとも約2500時間、または少なくとも約3000時間、または少なくとも約
3500時間、または少なくとも約4000時間、または少なくとも約4500時間、または少なくと
も約5000時間、または少なくとも約6000時間、または少なくとも約7000時間、または少な
くとも約8000時間、または少なくとも約9000時間、または少なくとも約10,000時間のESCR
を有する製品を製造することが提供され、上記方法はポリプロピレンとポリエチレンを含
むリサイクルされた混合ポリオレフィン流に由来する樹脂組成物から上記物品を形成する
ことを含む。
【００５１】
　他の実施態様においては、条件Bの下でASTM D1693-01に従って測定することができるよ
うに、少なくとも約50時間、例えば少なくとも約150時間、または少なくとも約250時間、
または少なくとも約400時間、または少なくとも約500時間、または少なくとも約750時間
、または少なくとも約100時間、または少なくとも約1500時間、または少なくとも約2000
時間、または少なくとも約2500時間 または少なくとも約3000時間、または少なくとも約3
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500時間、または少なくとも約4000時間、または少なくとも約4500時間、または少なくと
も約5000時間、または少なくとも約6000時間、または少なくとも約7000時間、または少な
くとも約8000時間、または少なくとも約9000時間、または少なくとも約10,000時間のESCR
を有する物品、例えばケーブルまたはケーブル保護物を製造するために上記リサイクルさ
れた混合ポリオレフィン流が使用される。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、少なくとも約15質量％のポリプロピレン
と少なくとも約40質量％のポリエチレンと、少なくとも約1質量％の、無機粒子材料と上
記無機粒子の表面上の表面処理剤を含む相溶化剤とを含み、過酸化物含有添加剤を含むか
または含まない。
　ある実施態様においては、上記製造物品は、射出成形によって製造され得る物品である
。ある実施態様においては、上記製造物品はプラスチックパレットである。
【００５２】
他の実施態様
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、24質量％のポリプロピレンを含まない。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、56質量％のHDPEを含まない。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、24質量％のポリプロピレンと56質量％の
ポリプロピレンを含まない。
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、20質量％の表面処理炭酸カルシウムを含
まず、上記炭酸カルシウムは0.8μmのd50を有する粉砕炭酸カルシウムであってもよく、
かつ/または上記炭酸カルシウムに適用される式(1)に従う表面処理量を計算して、表面上
に単層被覆を与えてもよい。
【００５３】
　ある実施態様においては、上記樹脂組成物は、組成物Aとして指摘されるポリマー組成
物でない。組成物Aは、20質量％の表面処理炭酸カルシウムと、56％のHDPEと、24％のポ
リプロピレンとを含むポリマー組成物であり、
　(i)上記表面処理炭酸カルシウムは、式(1)に従うカップリング調整剤でコーティングさ
れた粉砕炭酸カルシウム(d50 = 0.8μm)であり、上記炭酸カルシウムに適用される表面処
理量を計算して、表面上に単層被覆を与え、
　(ii)上記組成物は、Baker Perkins 25mm二軸スクリューコンパウンダーを使用して調製
され、かつ
　(iii)上記HDPEとPPは、射出成形材料に由来するHDPEとPPとを含むリサイクルされた混
合ポリオレフィン供給材料からのものである。
【００５４】
　ある実施態様においては、上記ポリマー樹脂は、ポリマー繊維の形態ではない。
　ある実施態様においては、上記物品はポリマー繊維ではない。
　ある実施態様においては、上記ポリマー樹脂は、70質量％未満のポリプロピレン、例え
ば60質量％未満のポリプロピレン、または50質量％未満のポリプロピレン、または40質量
％未満のポリプロピレン、または30質量％未満のポリプロピレン、または20質量％未満の
ポリプロピレンを含む。
　ある実施態様、例えば、樹脂組成物がHDPEを含む実施態様においては、上記樹脂組成物
は、上記樹脂組成物の総質量に基づいて、20質量％より多いポリプロピレンを含む。
【００５５】
　疑義を避けるために、本出願は、下記の番号の段落に記載される主題に関する。
　1．樹脂組成物であって、上記組成物の総質量に基づいて、
　約質量％よりも多いポリプロピレン(PP)、または少なくとも約75質量％のPPを含み、
　約30質量％までのポリエチレン(PE)、または約25質量％までのPEを含むか、またはPEを
含まず、
　少なくとも約1質量％の相溶化剤であって、無機粒子材料と上記無機粒子の表面上の表
面処理剤を含む相溶化剤を含み、
　過酸化物含有添加剤を実質的に含まない、上記樹脂組成物。
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　2．少なくとも約75質量％のPP、例えば、少なくとも約85質量％のPPを含む、段落番号1
に記載の樹脂組成物。
　3．少なくとも約85質量％のPPを含む、段落番号2に記載の樹脂組成物。
　4．上記樹脂組成物がPEを含まない、段落番号3に記載の樹脂組成物。
　5．約20～25質量％のPEを含む、段落番号1または2に記載の樹脂組成物。
　6．上記PPの全部または上記PPとPEの全部がリサイクルされている、段落番号1～5のい
ずれか1つに記載の樹脂組成物。
　7．上記非PPポリマーが、存在する場合、PE、例えば、リサイクルされたHDPEを含むか
、本質的にそれからなるか、またはそれからなる、段落番号1～6のいずれか1つに記載の
樹脂組成物。
　9．第2の充填剤を含む、段落番号1～8のいずれか1つに記載の樹脂組成物。
　10．耐衝撃性改良剤、例えば約1～20質量％の耐衝撃性改良剤を含む、段落番号1～9の
いずれか1つに記載の樹脂組成物。
　11．酸化防止剤、例えば、約5質量％までの酸化防止剤を含む、段落番号1～10のいずれ
か1つに記載の樹脂組成物。
　12．上記樹脂組成物が本質的に下記成分からなる、段落番号1～11のいずれか1つに記載
の樹脂組成物：
　少なくとも50質量％のPP、例えば、少なくとも65質量％のPPと、
　15～25質量％のPEと、
　2～10質量％の相溶化剤と、
　2～10質量％の耐衝撃性改良剤と、
　過酸化物含有添加剤以外の約5質量％までの追加の添加剤、例えば0.1～1.0質量％の酸
化防止剤。
　13．上記樹脂組成物が下記成分からなる、段落番号12に記載の樹脂組成物：
　60～70質量％のPPと、
　20～25質量％のPEと、
　3～7質量%の相溶化剤、
　3～7質量%の耐衝撃性改良剤と、
　2質量％までの酸化防止剤、例えば、0.1～0.5.0質量％の酸化防止剤、ただし、上記樹
脂中の成分の総質量は合計100％であり、MFIは約3.0～4.0g/10分(190℃で2.16kg)であっ
てもよい。
　14．上記樹脂組成物が下記成分からなる、段落番号1～11のいずれか1つに記載の樹脂組
成物：
　少なくとも80質量％のPP、例えば、少なくとも85質量％のPPと、
　ポリエチレンを含まず、
　2～10質量%の相溶化剤と、
　2～10質量%の耐衝撃性改良剤と、
　約5質量％までの、過酸化物含有添加剤以外の追加の添加剤、例えば、0.1～1.0質量％
の酸化防止剤。
　15．上記樹脂組成物が下記成分からなる、段落番号14に記載の樹脂組成物：
　85～95質量％のPP、例えば、88～92質量％のPPと、
　ポリエチレンを含まず、
　3～7質量%の相溶化剤と、
　3～7質量%の耐衝撃性改良剤と、
　2質量％までの酸化防止剤、例えば、0.1～0.5.0質量％の酸化防止剤、ただし、上記樹
脂中の成分の総質量は合計100％であり、MFIは約5.0～7.0g/10分(190℃で2.16kg)であっ
てもよい。
　16．上記PPと、存在する場合、PEとの全部がリサイクルされており、上記耐衝撃性改良
剤が、存在する場合、リサイクルされたポリマーに由来する、段落番号1～15のいずれか1
つに記載の樹脂組成物。
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　17．耐衝撃性改良剤以外の上記樹脂組成物中の全ポリマーの90～100質量％がPPと、存
在する場合、PEである、段落番号1～16のいずれか1つに記載の樹脂組成物。
　18．上記樹脂中の上記ポリマーの全部がリサイクルされたポリマーである、段落番号1
～17のいずれか1つに記載の樹脂組成物。
　19．上記樹脂が少なくとも約3.0g/10分(190℃で2.16kg)のMFIを有する、段落番号1～18
のいずれか1つに記載の樹脂組成物。
　20．上記表面処理剤が、式(1)を有する第1の化合物を含む、段落番号1～19のいずれか1
つに記載の樹脂組成物：
　　　A-(X-Y-CO)m(O-B-CO)nOH　　　　　　　　　　(1)
(式中、
　Aは、1個または2個の隣接するカルボニル基との末端エチレン結合を含有する部分であ
り；
　Xは、Oであり、mは、1～4であるか、またはXは、Nであり、mは、1であり；
　Yは、C1-18-アルキレンまたはC2-18-アルケニレンであり；
　Bは、C2-6-アルキレンであり；nは、0～5である；
　ただし、Aがそのエチレン基に隣接する２個のカルボニル基を含む場合、XはNである)。
　21．上記第1の化合物が、β-カルボキシエチルアクリレート、β-カルボキシヘキシル
マレイミド、10-カルボキシデシルマレイミド、5-カルボキシペンチルマレイミドおよび
β-アクリロイルオキシプロパン酸から選択される、段落番号20に記載の樹脂組成物。
　22．上記相溶化剤が無機粒子材料と上記粒子の表面上の有機リンカーを含み、上記有機
リンカーが酸素含有酸官能性を有し、上記有機リンカーが有機酸の塩基形態である、段落
番号1～19のいずれか1つに記載の樹脂組成物。
　23．段落番号1～22のいずれか1つに記載の上記樹脂組成物を含むかまたはそこから形成
される製造物品。
　24．上記物品がプラスチックパレットである、段落番号23に記載の物品。
　25．製造物品の製造における段落番号1～22のいずれか1つに記載の樹脂組成物の使用。
　26．上記物品がプラスチックパレットである、段落番号25に記載の物品。
　27．段落番号1～22のいずれか1つに記載の樹脂組成物を製造する方法であって、上記PE
と、存在する場合、非PPポリマー、例えば、ポリエチレンと、上記相溶化剤と過酸化物含
有添加剤以外の他の任意の添加剤とをコンパウンディングすることを含む、前記方法。
　28．ポリプロピレンとポリエチレンを含むリサイクルされた混合ポリオレフィン供給材
料を準備し、上記リサイクルされた混合ポリオレフィン供給材料とポリエチレンおよび/
またはポリプロピレンの他の供給源とを組合せてもよく、段落番号27に従ってコンパウン
ディングする、段落番号27に記載の方法。
　29．プラスチックパレットを製造する方法であって、段落番号1～22のいずれか1つに記
載の樹脂組成物を射出成形して上記プラスチックパレットを形成することを含み、段落番
号27または28に記載の上記樹脂組成物を製造することをさらに含んでもよい、前記方法。
【実施例】
【００５６】
実施例1
　下記の表1に示すように、6種のポリマー樹脂を調製した。全てのポリマー樹脂は、Cope
rion ZSK18二軸スクリュー押出機において溶融混合することにより調製した。スクリュー
速度は800rpmに、供給速度は8.0kg/時間に設定した。高温押出物を直ちに水中で急冷し、
ペレット化した。
　この6種のポリマー樹脂試料のメルトフローインデックス(MFI)特性を測定した。MFIは
、一定の圧力がピストンを介して溶融物に加えられ、190℃の溶融混和温度で2.16kgの全
質量の荷重が加えられたときに10分間で生じる出力速度(グラム)である。MFIをISO 1133
に従って試験した。上記ポリマー樹脂試料1～6のMFI特性を下記の表1に示す。
　Arburg Allrounder 320Mを使用して実施例1で調製した6種のポリマー樹脂から射出成形
試料を調製し、プラクティスD618の手順A(40/23/50)に従って、成形品を試験前に23℃お
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　各射出成形された試料は、その後、下記の機械的性質試験を受けた。
曲げ試験：
　ISO 178に従って、Tinius Olsen Benchtop曲げ試験を使用して室温で曲げ試験を行った
。その曲げ試験結果を下記の表1に示す。
引張試験：
　Tinius Olsen Benchtop引張試験機を使用して室温で引張試験を行い、示された結果は
、ISO 527-2に従って、各ブレンドについて平均8回の測定結果に対応する。下記の表1は
、各射出成形試料の降伏点引張応力(MPa)と破断(％)を示す。
衝撃試験：
　シャルピーノッチ付き衝撃試験は、Instron Ceast 9340落錘衝撃試験機を使用して、IS
O 179-2に従って、-20±2℃で実施した。下記の表1に示された結果は、各ブレンドに対す
る完全な破断測定の平均に対応する。
【００５７】

【表１】
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【国際調査報告】
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